
埼玉県における
価格転嫁の円滑化に向けた取組

埼玉県 産業労働部 産業労働政策課



価格転嫁の円滑化に関する協定

2各団体の担当者が日頃から顔の見える関係を構築。各団体の御尽力により予算に頼らず、実効性のある取組が可能となった

【協定締結団体】
・埼玉県

 ・関東財務局
 ・関東経済産業局
・埼玉労働局

 ・一般社団法人埼玉県商工会議所連合会
 ・埼玉県商工会連合会
 ・埼玉県中小企業団体中央会
・一般社団法人埼玉県経営者協会
・埼玉経済同友会
・一般社団法人埼玉中小企業家同友会

 ・一般社団法人埼玉県銀行協会
 ・日本労働組合総連合会埼玉県連合会

令和４年９月に産･官･金･労の１２団体で全国初となる「価格転嫁の円滑化に

関する協定」を締結し、オール埼玉で中小企業の価格転嫁をサポート！

 

協定の目的： 成長と分配の好循環を生み出すべく、中小企業における賃上げを実現するため（略）適切な価格転

嫁の気運を醸成することにより、サプライチェーン全体での共存共栄、付加価値の向上を図り、もって県内中小企業、小規

模事業者の稼げる力を高めることを目的とする。

埼玉県が全国初！
４３都道県に拡大

全国初



価格交渉支援ツール

3

● 価格交渉のエビデンス資料を簡単に作成できるツールを開発 （令和５年２月）

● 日銀や厚生労働省のデータを基にしているため、全国で利用可能 (３8道府県から当県ＨＰにリンク）

● 令和７年２月に労務費データを追加する等、随時機能を更新  

① 県HPから、誰でも無料でダウンロード可
ツールダウンロード数71,6００回超

（R８.6末現在）

② 業種や品目を選択するだけで簡単に価格
交渉の参考となる資料が作成できる
（代表的な品目を記載したPDFも掲載）

③ 日銀や厚生労働省のデータを基にして
おり、資料の信頼性が高い

④ 1,42２品目の幅広い情報を網羅

 「国内企業物価指数」（807品目）､
 「輸入物価指数」（３75品目）､ 「企業向け

  サービス価格指数」（23８品目） など

⑤ 毎月の日銀発表に合わせ、県が速やかに
データを更新

主な特徴

取組① -1 全国初



価格交渉支援ツールの機能拡充

4

        
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         

① 労務費データの追加
• 労務費データ（現金給与総額）を業種別に掲載

• 最低賃金データを都道府県別に掲載

② 男女間賃金格差の分析シートを追加
• 男女の賃金データを業種別に掲載

• 自社データを入力し、業種や国際（OECD）比較が可能

③ 個別分析シートの追加
• 任意の品目の詳細データを確認可能に

• 元データをコピーし、分析することが可能

④ ユーザーインターフェース（UI）を改善
• グラフを確認しながら、基本項目が入力できるよう

にするなど、UIを改善

① 労務費データの追加 ② 男女間賃金格差データの追加 ③ 個別分析シートの追加 ④ ユーザーインターフェース（UI）を改善

⚫ 令和７年２月には、業種別の労務費データや男女間賃金格差データを追加

⚫ 使い勝手も向上させることで、労務費を含めた価格転嫁を後押し

注釈

• 「現金給与総額（業種別）」は「毎月勤労統計調査」（厚生労働省）における「現金給与総額」を使用。増減率は埼玉県により算出。
• 表示される各年の「最低賃金（都道府県別）」は「地域別最低賃金の全国一覧（厚生労働省）」における前年10月発行の「最低賃金時間額」を使用。増減率は埼玉県により算出。

本資料は、国の公式データを基に、埼玉県が労務費（現金給与

総額および最低賃金）の推移をグラフにまとめたものです

労務費の推移

飲食サービス業等 令和7年2月 現在 彩の国

埼玉県

令和2年12月と令和6年12月の比較

現金給与総額（業種別）
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飲食サービス業等 業種平均

埼玉
対象県

単位：円

令和2年と令和6年の比較

令和2年12月比 ％ｕｐ45.5 

令和2年比

公正取引委員会「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」（令和5年11月29日） 一部抜粋

『★発注者としての行動③

労務費上昇の理由の説明や根拠資料の提出を受注者に求める場合は、公表資料（最低賃金の上昇率、春季労使交渉の妥結額やその上昇率など）に基づくものとし、受注者が公表資料を

用いて提示して希望する価格については、これを合理的な根拠があるものとして尊重すること。』
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※男女間賃金格差とは

男女間賃金格差は、「女性の賃金÷男性の賃金×100」で算出しており、男性の賃金を100とした場合の女性の賃金の比率を示しています。100未満の場合、女性の賃

金が男性の賃金より低いことを示し、100超の場合、女性の賃金が男性の賃金より高いことを示しています。また、男女間賃金格差が100に近ければ近いほど、男女間

の賃金格差が小さいことを示しています。

彩の国

埼玉県

男女間賃金格差
男性の賃金を100とした場合の女性の賃金の比率

男女間賃金格差指数※

単位：千円

令和5年における男女間賃金格差

比較分析

あなたの会社は、国際水準（OECD）と比べ、男女間賃金格差は大きいです。

あなたの会社は、業種平均と比べ、男女間賃金格差が小さいです。

◆業種比較

◆国際比較

宿泊業、飲食サービス業
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令和7年2月 現在

注釈

• 「国内企業物価指数（令和2年基準）」、「輸入物価指数（令和2年基準）」、「企業向けサービス価格指数（平成27年基準）」（いずれも日本銀行調査統計局）を使用。直近値は速報値。増減率は埼玉県により算出。「輸入物価指数」については、価格

名の最後に（輸入）の表記がある。

• 「人件費」は「毎月勤労統計調査」（厚生労働省）における「季節調整済指数-現金給与総額（令和2年平均＝100）」を使用。増減率は埼玉県により算出。令和2年1月の指数は100としている。

彩の国

埼玉県
令和2年1月 からの増減

％ｕｐ米 60.8 
令和7年1月 時点

詳細データ
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個 別 分 析

※1　「プラスチック製品製造」は「プラスチック製品製造業」を指す

※2　「建築材料等卸売業」は「建築材料、鉱物・金属材料等卸売業」を指す

グラフ表示

グラフ表示

グラフ1

グラフ2

グラフ3

グラフ4

グラフ5

グラフ6

グラフ7

グラフ8

グラフ9

グラフ10

繊維・衣服等卸売業

繊維工業

廃棄物処理業

飲食店

機械器具卸売業

建築材料等卸売業※2

飲食料品卸売業

建設業

食料品製造業

印刷・同関連業

プラスチック製品製造※1

金属製品製造業

生産用機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

道路貨物運送業 情報サービス業

物品賃貸業

不動産賃貸業・管理業

基本情報を選択してください

基本設定

期間指定（開始時期）

令和2年(2020)1月

参考業種

店舗賃貸

事業用電力

道路貨物輸送

人件費

業種名(最大10文字)

飲食店

動植物油脂

調味料

ビール類

清涼飲料

精米

食肉

グラフ表示品目等
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％ｕｐ18.3 清涼飲料
令和7年1月 時点

主要原材料費等の推移

飲食店 令和7年2月 現在

本資料は、国の公式データ（日銀の企業物価指数等）を基に、

埼玉県が主要原材料費等の推移をグラフにまとめたものです

価格交渉の際のエビデンス資料として御利用ください

注釈

• 「国内企業物価指数（令和2年基準）」、「輸入物価指数（令和2年基準）」、「企業向けサービス価格指数（令和2年基準）」（いずれも日本銀行調査統計局）を使用。

直近値は速報値。増減率は埼玉県により算出。「輸入物価指数」については、価格名の最後に（輸入）の表記がある。

• 「人件費」は「毎月勤労統計調査」（厚生労働省）における「季節調整済指数-現金給与総額（令和2年平均＝100）」を使用。増減率は埼玉県により算出。令和

2年1月の指数は100としている。

彩の国

埼玉県

令和2年1月 からの増減
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動植物油脂 45.0 
令和7年1月 時点
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％ｕｐ調味料 18.1 
令和7年1月 時点

99.6

101.6

103.6

105.6

107.6

109.6

R
2.

1

R
2.

5

R
2.

9

R
3.

1

R
3.

5

R
3.

9

R
4.

1

R
4.

5

R
4.

9

R
5.

1

R
5.

5

R
5.

9

R
6.

1

R
6.

5

R
6.

9

R
7.

1

％ｕｐ10.3 ビール類
令和7年1月 時点

クリア

★印刷をしたい場合
プレビューを確認し、チラシ下部が一部切れてし

まう場合は、「ページ設定」→「拡大/縮小」で縮

小して調整してください

★品目を入れ替えたい場合
品目を調整する場合は、「詳細設定」シートを選

択してください

グラフ１は「個別分析」シートで詳細な分析ができます。

グラフ１の品目を入れ替えたい場合は、「詳細設定」

シートで変更ができます。

プルダウン選択

直接クリック

自由入力

注記

参考業種は、埼玉県内において事業所数が上位の

業種で、公正取引委員会・中小企業庁の「価格転

嫁に係る業種分析報告書（令和4年5月）」等を

参考に抽出。

取組① -２ 全国初



収支計画シミュレーター
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⚫ 埼玉県中小企業診断協会と連携し、表計算ソフトを活用した収支計画シミュレーターを作成
⚫ 適切な価格転嫁をしない（できない）場合に、今後の収益にどの程度影響を与えるのかを“見える化”することで、
経営者に現状の課題についての認識を促す

① 県HPから、誰でも無料でダウンロード可
  シミュレーターダウンロード数１2,0００回超

（R８.6末現在）

② シミュレーション結果を視覚的に分かり
やすく表示

③ 今後５年間の長期的な収支について、
価格転嫁の有無での比較が可能

④ 従業員の増減や賃上げにも対応

⑤ 一般的な表計算ソフトを使用しており、
利用しやすい

⑥ 価格交渉支援ツールとデータ連携しており、
原材料価格等の上昇幅を踏まえたシミュ
レートが可能

主な特徴

⇒ 価格転嫁以外にも利用可能

取組② 全国初



専門家（中小企業診断士）による伴走支援
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連絡先 埼玉県価格転嫁相談窓口

電話番号 048-762-3391
受付時間 月曜日から金曜日（祝日を除く）

10時00分から16時00分 

支援内容（無料）
中小企業診断士が支援を希望する企業を訪問し、価格交渉
における課題の洗い出しから改善策の提示まで伴走で支援
パートナーシップ構築宣言企業（県内全社）にも架電し、フォー
ローアップを実施

埼玉県の「価格交渉支援ツール」の活用方法や 適切な価格
転嫁のためのコスト管理方法（原価計算方法）など、価格交
渉に必要なノウハウを提供

支援対象
令和８年度：２００社×３回(令和７年度の１７０社から更に拡充)

※パートナーシップ構築宣言している県内企業が対象。
宣言前の場合は登録をサポート。

価格交渉のノウハウ獲得を支援

価格転嫁にお困りの企業がおられましたら、
是非、当支援を御案内ください！

価格転嫁成功事例集
◆価格転嫁の成功につながった取組を「成功事例集」に
まとめ、埼玉県ホームページに公開

◆交渉成功に至るコツを掲載しており、価格交渉する際
の参考として活用できる実践的な内容

取組③

埼玉県価格転嫁成功事例集
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取適法の実効性を高め、ワンチームで県内企業の適正な取引を推進していく

• R8.1.1 中小受託取引適正化法（取適法）の施行に伴い、身近な相談支援機関で適正な取引に向けた相談
や違反の疑いがある行為の国への情報提供が可能な 「埼玉県適正取引情報共有ネットワーク」を立ち上げ

✓ 立ち上げ日  令和８年２月２日（月）

✓ 構 成 団 体  ・ 埼玉県（事務局）
・ 県内経済団体（埼玉県商工会議所連合会、埼玉県商工会連合会、埼玉県中小企業団体中央会、

  埼玉県経営者協会、埼玉経済同友会、埼玉中小企業家同友会）
・ 県内商工会議所、商工会

  ・ 埼玉県よろず支援拠点
・ 埼玉働き方改革推進支援センター

            ・ 埼玉県価格転嫁相談窓口（埼玉県中小企業診断協会内）
・ 価格転嫁サポーター
・ 日本労働組合総連合会 埼玉県連合会（連合埼玉）

✓ 取 組 内 容  ・ 県内事業者から取引の適正化に関する相談を受け、アドバイスや情報発信を行う。
  ・ 取適法の違反行為が疑われる行為の情報について、事業者が希望すれば、取引かけこみ寺の
     ヒアリング等を経て、国へ情報提供される。

➤適正な取引に向けた相談支援や取適法違反の疑いがある行為の国への情報提供など

地域連携による取組は全国初！

取組④ 全国初



ご清聴ありがとうございました

お問い合わせ窓口

✓ 担  当 埼玉県 産業労働部 産業労働政策課 戦略会議担当
✓ 電  話 048-830-3702
✓ メール  a3710-16@pref.ｓaitama.lg.jp
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